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(２) 法第９条の内容 

① 法第９条本文は、法第８条の労働契約の変更についての「合意の原則」に従い、使用者が労働者と合意

することなく就業規則の変更により労働契約の内容である労働条件 を労働者の不利益に変更するこ

とはできないという原則を確認的に規定したものです。 

法第９条ただし書は、法第１０条の場合は、法第９条本文に規定する原則の例外であることを規定した

ものです。 
 

② 法第９条の「就業規則」については、法第７条の(２)の④と同様です。 
 

③ 法第９条の「労働者の不利益」については、個々の労働者の不利益をいうものです。 

【第９条及び第１０条については、次の裁判例が参考になります】 

○ 労働契約と就業規則との関係について、秋北バス事件最高裁判決（→P.58 参照） 
 

○ どのような場合に就業規則の変更が「合理的なものである」と判断されるのかを明らかにしたものとして、

大曲市農業協同組合事件最高裁判決（最高裁昭和６３年２月１６日第三小法廷判決）（→P.64 参照） 
 

○ 就業規則の変更が「合理的なものである」か否かを判断するに当たって考慮すべき７つの要素を明らかに

したものとして、第四銀行事件最高裁判決（最高裁平成９年２月２８日第二小法廷判決）（→P.66 参照） 
 

○ 一部の労働者のみに大きな不利益が生じる就業規則の変更による労働条件の変更事案について、就業規

則の変更の合理性を否定したものとして、みちのく銀行事件最高裁判決（最高裁平成 １２年９月７日第一小

法廷判決）（→P.68 参照） 
 

○ 就業規則が拘束力を生ずるために周知が必要であるとしたものとして、フジ興産事件最高裁判決（最高裁

平成１５年１０月１０日第二小法廷判決）（→P.70 参照） 

(３) 法第１０条の内容 

① 法第１０条は、「就業規則の変更」という方法によって「労働条件を変更する場合」 において、使用者が

「変更後の就業規則を労働者に周知させ」たこと及び「就業規則の 変更」が「合理的なものである」こ

とという要件を満たした場合に、労働契約の変更に ついての「合意の原則」の例外として、「労働契約

の内容である労働条件は、当該変更 後の就業規則に定めるところによる」という法的効果が生じるこ

とを規定したものです。 
 

② 法第１０条は、就業規則の変更による労働条件の変更が労働者の不利益となる場合に適用されるもの

です。なお、就業規則に定められている事項であっても、労働条件でないものについては、法第１０条

は適用されないものです。 
 

③ 法第１０条の「就業規則の変更」には、就業規則の中に現に存在する条項を改廃することのほか、条項

を新設することも含まれるものです。 
 

④ 法第１０条の「就業規則」及び「周知」については、法第７条の(２)の④及び⑤と同様です。 
 

⑤ 法第１０条本文の合理性判断の考慮要素 

i） 法第１０条本文の「労働者の受ける不利益の程度、労働条件の変更の必要性、変更 後の就業規則の内

容の相当性、労働組合等との交渉の状況」は、就業規則の変更が合 理的なものであるか否かを判断

するに当たっての考慮要素として例示したものであり、個別具体的な事案に応じて、これらの考慮要

素に該当する事実を含め就業規則の変更 に係る諸事情が総合的に考慮され、合理性判断が行われる

こととなるものです。 


